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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第86期
第３四半期
連結累計期間

第87期
第３四半期
連結累計期間

第86期

会計期間
自平成22年４月１日
至平成22年12月31日　

自平成23年４月１日
至平成23年12月31日　

自平成22年４月１日
至平成23年３月31日　

売上高（百万円） 5,689 6,047 7,938

経常利益（百万円） 423 471 676

四半期（当期）純利益（百万円） 213 294 465

四半期包括利益又は包括利益

（百万円）
146 255 412

純資産額（百万円） 4,361 4,821 4,628

総資産額（百万円） 9,327 9,577 9,645

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
17.82 24.66 38.89

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 35.7 39.1 37.5

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
429 549 720

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△53 △124 △122

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△119 △94 △228

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
1,673 2,093 1,811

　

回次
第86期
第３四半期
連結会計期間

第87期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成22年10月１日
至平成22年12月31日

自平成23年10月１日
至平成23年12月31日

１株当たり四半期純利益金額

（円）
7.55 10.16

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。

３．第86期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。

４．第86期第３四半期連結累計期間、第87期第３四半期連結累計期間及び第86期の潜在株式調整後１株当たり四

半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。　

　

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災後、その影響から回復の兆しがみられましたが、

円高の長期化、タイ洪水の影響、米国での景気減速や欧州での金融不安などにより、先行きへの不透明感が続いてお

ります。

　このような状況のもとで、当社グループ（当社及び連結子会社）は、主力製品でありますダイアフラムポンプを中

心に国内向け売上は堅調な伸びを示し、輸出は、欧米、東南アジアも順調に推移いたしました。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の連結売上高は6,047百万円（前年同期比358百万円、6.3％増）となりまし

た。売上高を部門別にみますと、オートモティブ部門は1,618百万円（前年同期比43百万円、2.8％増）、インダスト

リアル部門は3,664百万円（前年同期比245百万円、7.2％増）となり、上記部門に属さない部品や修理売上などのそ

の他の部門の売上高は764百万円（前年同期比68百万円、9.9％増）と各部門とも前年同期を上回りました。

　利益面では、工場操業度改善などにより、売上総利益は安定した推移を示し、売上高増加に伴う販売費及び一般管

理費は増加しているものの、営業利益は507百万円（前年同期比53百万円、11.7％増）、経常利益は471百万円（前年

同期比48百万円、11.4％増）、四半期純利益は294百万円（前年同期比81百万円、38.3％増）となりました。四半期純

利益には、第２四半期において特別損失として計上いたしました遊休資産56百万円の減損損失が含まれておりま

す。

　当第３四半期連結累計期間における報告セグメントの業績は次のとおりであります。

　日本における外部顧客に対する売上高は4,195百万円（前年同期比282百万円、7.2％増）、営業利益は459百万円

（前年同期比110百万円、31.6％増）となりました。米国における外部顧客に対する売上高は1,226百万円（前年同

期比48百万円、4.1％増）、営業利益は113百万円（前年同期比△26百万円、19.2％減）となりました。オランダにお

ける外部顧客に対する売上高は626百万円（前年同期比27百万円、4.5％増）、営業利益は77百万円（前年同期比4百

万円、5.9％増）となりました。

　また、当第３四半期連結累計期間の連結売上高に占める海外売上高は2,474百万円（前年同期比186百万円、8.1％

増）で、その割合は40.9％となりました。

　当第３四半期連結会計期間末における資産合計は9,577百万円となり、前連結会計年度末に比べ△67百万円の減少

となりました。これは主に、流動資産の増加（131百万円）、固定資産の減少（△199百万円）等によるものでありま

す。

　負債合計は4,755百万円となり、前連結会計年度末に比べ△261百万円の減少となりました。これは主に、流動負債

の増加（228百万円）、固定負債の減少（△489百万円）等によるものであります。

　純資産合計は4,821百万円となり、前連結会計年度末に比べ193百万円の増加となりました。これは主に、利益剰余

金の増加（235百万円）、その他の包括利益累計額合計の減少（△103百万円）等によるものであります。

　この結果、自己資本比率は39.1％となりました。
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(2）キャッシュ・フローの状況　

　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は2,093百万円となり、前連結会計年度末に比べ282百

万円の増加となりました。

　当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

　営業活動によるキャッシュ・フローは549百万円の純収入（前年同四半期は429百万円の純収入）となりました。

これは主に、税金等調整前四半期純利益420百万円、減価償却費200百万円、売上債権の減少223百万円等の収入要因

があったものの、たな卸資産の増加130百万円、法人税等の支払額154百万円等の支出要因があったことによるもの

であります。

　投資活動によるキャッシュ・フローは124百万円の純支出（前年同四半期は53百万円の純支出）となりました。こ

れは主に、定期預金の払戻により74百万円等の収入要因があったものの、定期預金の預入により94百万円、有形固定

資産の取得により57百万円等の支出要因があったことによるものであります。 

　財務活動によるキャッシュ・フローは94百万円の純支出（前年同四半期は119百万円の純支出）となりました。こ

れは主に、長短借入金の借入れにより1,202百万円等の収入要因があったものの、長短借入金の返済により1,219百

万円、配当金の支払額59百万円等の支出要因があったことによるものであります。

　

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題　

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(4）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は1,205千円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 48,000,000

計 48,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成23年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 12,000,000 12,000,000
東京証券取引所

（市場第二部）

権利内容に何

ら限定のない

当社における

標準となる株

式であり、単元

株式数は1,000

株であります。

計 12,000,000 12,000,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成23年10月１日～　

平成23年12月31日　
－ 12,000,000 － 600,000 － 53,746

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成23年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】　

 平成23年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　290,000 －

権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる株

式

完全議決権株式（その他） 普通株式 11,677,000 11,677 同上

単元未満株式 普通株式 　　33,000 － 同上　

発行済株式総数 　　　　 12,000,000 － －

総株主の議決権 － 11,677 －

（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が6,000株（議決権の数6個）含まれて

おります。

②【自己株式等】

 平成23年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

㈱ワイ・テイ・エス
千葉県四街道市物井　

598-10
214,000 － 214,000 1.78

㈱ヤマダメタルテック
神奈川県相模原市緑区

　　西橋本3-12-9
57,000 － 57,000 0.47

㈱ヤマダコーポレーショ

ン

東京都大田区南馬込　

1-1-3
19,000 － 19,000 0.15

計 － 290,000 － 290,000 2.41

（注）　㈱ワイ・テイ・エス及び㈱ヤマダメタルテックの所有株式は相互保有株式であります。

２【役員の状況】

該当事項はありません。　　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成23年10月１日から平成

23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、青南監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,923,095 2,239,718

受取手形及び売掛金 1,703,910 1,472,651

有価証券 50,693 50,725

商品及び製品 1,012,200 973,084

仕掛品 305,629 386,521

原材料及び貯蔵品 473,115 498,701

繰延税金資産 27,750 29,328

その他 93,725 68,231

貸倒引当金 △20,764 △18,347

流動資産合計 5,569,358 5,700,615

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,432,781 1,302,231

土地 1,574,823 1,564,846

その他（純額） 400,786 331,648

有形固定資産合計 3,408,392 3,198,725

無形固定資産 77,095 87,802

投資その他の資産 ※2
 590,541

※2
 590,429

固定資産合計 4,076,029 3,876,957

資産合計 9,645,388 9,577,572

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,228,586 1,192,435

短期借入金 348,000 406,259

1年内償還予定の社債 － 300,000

1年内返済予定の長期借入金 226,242 369,457

未払法人税等 77,373 5,358

賞与引当金 112,116 30,622

資産除去債務 － 1,635

その他 319,021 233,968

流動負債合計 2,311,339 2,539,739

固定負債

社債 800,000 500,000

長期借入金 800,166 567,909

繰延税金負債 280,037 234,590

退職給付引当金 572,664 594,379

役員退職慰労引当金 148,820 －

資産除去債務 21,985 20,349
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

長期未払金 － 187,500

その他 82,051 111,309

固定負債合計 2,705,724 2,216,037

負債合計 5,017,064 4,755,777

純資産の部

株主資本

資本金 600,000 600,000

資本剰余金 56,750 56,750

利益剰余金 3,121,661 3,356,741

自己株式 △8,100 △8,100

株主資本合計 3,770,310 4,005,391

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 29,705 9,729

為替換算調整勘定 △182,579 △265,798

その他の包括利益累計額合計 △152,874 △256,069

少数株主持分 1,010,887 1,072,473

純資産合計 4,628,324 4,821,795

負債純資産合計 9,645,388 9,577,572
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

売上高 5,689,483 6,047,564

売上原価 3,499,224 3,718,426

売上総利益 2,190,258 2,329,138

販売費及び一般管理費 ※1
 1,735,872

※1
 1,821,379

営業利益 454,385 507,758

営業外収益

受取利息 1,872 1,360

受取配当金 5,590 8,471

負ののれん償却額 3,668 3,668

不動産賃貸料 6,643 7,326

その他 10,204 11,793

営業外収益合計 27,979 32,620

営業外費用

支払利息 33,996 28,730

売上割引 10,997 11,052

為替差損 10,969 26,455

その他 3,267 2,603

営業外費用合計 59,230 68,842

経常利益 423,134 471,536

特別利益

前期損益修正益 2,547 －

固定資産売却益 412 386

貸倒引当金戻入額 1,154 －

国庫補助金 6,613 1,201

補助金収入 5,298 4,976

特別利益合計 16,026 6,564

特別損失

固定資産処分損 2,599 1,344

減損損失 － 56,634

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 20,590 －

その他 ※2
 4,175 －

特別損失合計 27,365 57,978

税金等調整前四半期純利益 411,795 420,123

法人税、住民税及び事業税 128,519 93,824

法人税等調整額 △3,059 △32,269

法人税等合計 125,460 61,554

少数株主損益調整前四半期純利益 286,335 358,568

少数株主利益 73,113 63,586

四半期純利益 213,221 294,982
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 286,335 358,568

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △47,425 △19,976

為替換算調整勘定 △92,785 △83,219

その他の包括利益合計 △140,210 △103,195

四半期包括利益 146,124 255,372

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 73,010 191,786

少数株主に係る四半期包括利益 73,113 63,586
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 411,795 420,123

減価償却費 183,221 200,156

負ののれん償却額 △3,668 △3,668

減損損失 － 56,634

受取利息及び受取配当金 △7,462 △9,831

支払利息 33,996 28,730

売上債権の増減額（△は増加） △149,631 223,361

たな卸資産の増減額（△は増加） △168,612 △130,562

仕入債務の増減額（△は減少） 268,536 11,594

割引手形の増減額（△は減少） 21,356 △23,308

その他 △49,021 △53,797

小計 540,508 719,432

利息及び配当金の受取額 7,462 9,831

利息の支払額 △31,906 △26,666

法人税等の支払額 △88,747 △154,910

法人税等の還付額 2,059 1,512

営業活動によるキャッシュ・フロー 429,376 549,199

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △73,703 △94,569

定期預金の払戻による収入 56,177 74,088

有形固定資産の取得による支出 △47,690 △57,461

有形固定資産の売却による収入 910 641

投資有価証券の取得による支出 △3,437 △51,582

投資有価証券の売却による収入 1,899 －

その他 12,081 4,231

投資活動によるキャッシュ・フロー △53,763 △124,650

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 759,000 1,037,231

短期借入金の返済による支出 △725,703 △978,971

長期借入れによる収入 50,000 165,000

長期借入金の返済による支出 △202,645 △240,920

配当金の支払額 △36 △59,765

少数株主への配当金の支払額 － △2,000

その他 △553 △15,347

財務活動によるキャッシュ・フロー △119,938 △94,774

現金及び現金同等物に係る換算差額 △54,576 △47,701

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 201,098 282,073

現金及び現金同等物の期首残高 1,472,277 1,811,908

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,673,376 2,093,981
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　該当事項はありません。

　

【会計方針の変更等】

　該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　該当事項はありません。

　

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

（役員退職慰労引当金）

　当社は、役員の退職慰労金の支払いに備えるため、役員退職慰労引当金を計上しておりましたが、平成23年６月29日開催

の定時株主総会において、役員退職慰労金制度を廃止し、同制度廃止までの在任期間に対応する退職慰労金を、当社所定

の基準による相当額の範囲内において打切り支給することとし、支給時期はそれぞれの退任時とすることが決議されま

した。

　これに伴い確定した役員退職慰労引当金187,500千円は、固定負債「長期未払金」に計上しております。　

（法人税率の変更等による影響）

　「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第114

号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成23年

法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率の引下げ及

び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法

定実効税率は従来の40.50％から、35.64％となります。この税率変更により、繰延税金負債の金額は32,577千円減少し、法

人税等調整額は31,842千円減少しております。

　　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成23年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成23年12月31日）

　１　受取手形割引高は、157,564千円であります。 　１　受取手形割引高は、134,255千円であります。

※２　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額 ※２　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

投資その他の資産　　 26,852千円 投資その他の資産　 23,417千円
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（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

荷造・運賃　　 77,493千円

広告宣伝費　 34,518 

役員・従業員給与手当　　　 770,897 

賞与手当     36,746 

法定福利費及び福利厚生費 130,989 

賞与引当金繰入額　 55,314 

その他の引当金繰入額 47,970 

減価償却費 56,486 

支払賃借料 59,117 

荷造・運賃　　 81,241千円

広告宣伝費　 45,207 

役員・従業員給与手当　　　 786,758 

賞与手当     113,131 

法定福利費及び福利厚生費 132,982 

賞与引当金繰入額　 30,475 

その他の引当金繰入額 52,120 

減価償却費 71,992 

支払賃借料 42,564 

※２　その他（特別損失）のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

　２　　　　　　　　――――――

工場操業停止に伴う損失　　　　 4,175千円 　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年12月31日現在） （平成23年12月31日現在）

現金及び預金勘定 1,774,511
千円

　

有価証券勘定（マネー・マネ　　

　ージメント・ファンド）　
50,683 

預入期間が３か月を超える定期

預金
△151,818 

現金及び現金同等物 1,673,376 

現金及び預金勘定 2,239,718
千円

　

有価証券勘定（マネー・マネ　　

　ージメント・ファンド）　
50,725 

預入期間が３か月を超える定期

預金
△196,461 

現金及び現金同等物 2,093,981 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）

配当に関する事項

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日

定時株主総会
普通株式 59,901千円 5.00円 平成23年３月31日 平成23年６月30日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

（単位：千円）

 
報告セグメント

合計
日本 米国 オランダ

売上高     

外部顧客への売上高 3,912,7221,177,921 598,839 5,689,483

セグメント間の内部売上高又は振替高 1,100,458 24,533 7,521 1,132,512

計 5,013,1801,202,454 606,360 6,821,995

営業費用 4,664,2541,062,225 533,021 6,259,501

セグメント利益 348,926 140,229 73,338 562,494

　　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項）　

　 （単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 562,494

セグメント間取引消去 △53,055

全社費用（注） △64,752

棚卸資産の調整額 9,699

四半期連結損益計算書の営業利益 454,385

（注）　全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない役員報酬、役員退職慰労引当金繰入額及び研究開発費でありま

す。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

（単位：千円）

 
報告セグメント

合計
日本 米国 オランダ

売上高     

外部顧客への売上高 4,195,2831,226,224 626,057 6,047,564

セグメント間の内部売上高又は振替高 1,047,244 49,803 11,526 1,108,573

計 5,242,5271,276,027 637,583 7,156,138

営業費用 4,783,4321,162,700 559,920 6,506,053

セグメント利益 459,094 113,327 77,663 650,085

　　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項）　

　 （単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 650,085

セグメント間取引消去 △37,380

全社費用（注） △94,254

棚卸資産の調整額 △10,691

四半期連結損益計算書の営業利益 507,758

（注）　全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない役員報酬、役員退職慰労引当金繰入額及び研究開発費でありま

す。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

「日本」セグメントにおいて、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

　 場所 種類 金額

遊休資産　 東京都大田区
建物 56,626千円

その他 7

　当社は、事業に供している全ての資産が一体となってキャッシュ・フローを生成していることから、１つの

資産グループとしてグルーピングを実施しており、遊休資産については、個々の資産ごとに減損損失の認識

の判定及び測定を決定しております。

　遊休資産については、将来の具体的な利用計画がないことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

減少価額を減損損失として特別損失に計上しております。

　建物の減損損失の測定における回収可能価額は使用価値によっておりますが、将来キャッシュ・フローが

見込まれないことから、当該事業資産の帳簿価額の全額を減損損失として計上しております。なお、当該減損

損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては56,634千円であります。

　

（金融商品関係）

前連結会計年度の末日に比べて著しい変動がないため、注記を省略しております。

　

（有価証券関係）

　前連結会計年度の末日に比べて著しい変動がないため、注記を省略しております。

　

（デリバティブ取引関係）

　前連結会計年度の末日に比べて著しい変動がないため、注記を省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 17円82銭 24円66銭

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益金額（千円） 213,221 294,982

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 213,221 294,982

普通株式の期中平均株式数（千株） 11,962 11,961

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年２月13日

株式会社ヤマダコーポレーション

取締役会　御中

青南監査法人

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 笠井　幸夫　　印

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 小平　　修　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヤマダ
コーポレーションの平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成23年
10月１日から平成23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に
係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連
結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任　
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結
論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して
四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、
分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論　
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヤマダコーポレーション及び連結子会社の平成23年12月31日現
在の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に
表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　上
　
　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。
２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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